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万引防止のためのソリューション団体のご紹介

万引犯罪撲滅の唯一のソリューション団体として、「健全で安全な店舗」運営のお手伝いや「地域社会の安全・
安心は万引防止から」をキャッチフレーズに、各委員会やプロジェクトを中心に万引防止システム市場の円滑な
拡大と発展を支えるための仕組みや制度づくり、万引防止システム普及のための調査研究、行政機関、各種団体、
報道機関との連絡・調整等、活発な活動を繰り広げております。
平成14年6月 3 日：日本EAS機器協議会として設立
平成23年6月13日：日本万引防止システム協会に名称変更
平成28年6月 2 日：日本万引防止システム協会（JEAS）の新活動宣言を発出

JEASとして、取り上げるべき問題・課題の検討を行い、その
結果を委員会の責任において、行政機関・関連団体・報道
機関等に対し建議および提言・アピールを行う。
調査研究事業として、わが国における万引防止システム
の普及推進のための必要な調査研究を行う。
万引防止システムに関するセミナー事業、出版事業等の
企画・運営、シンポジウムの企画・開催・運営等、主として
JEASの主催する収益事業の企画・実行 ないしは管理を専
門的に行う。また、関連団体・関連企業等と連携した公益
事業・収益事業の企画・ないしは管理を専門的に行う。

日本万引防止システム協会（略称 JEAS）

平成28年10月21日第4回JEAS講習会

政策･研究委員会政策･研究委員会

技術基準委員会技術基準委員会

EASステッカー
配  布  先／EAS機器利用者（導入施設）
配布開始／2002年12月1日
提出場所／EAS機器本体および店舗の正面ドア等

EAS機器導入店表示POP
配布開始／2007年7月
提出場所／店舗の正面入口、EAS設置近辺等
デザイン変更／2012年7月

平成20年10月、EASと医療機器との干渉実験を実施する
ことになり、その方法等の内容を検討し実施するために、
技術基準委員会が設置された。
①対ペースメーカー等との干渉実験
②電磁界測定
③電気用品安全法対応
④各種の基準作り

　お客様の目的は万引防止システムを購入することでは無い。お客様が求めているのは「お店の不明ロスを限り
なく減少させること」であり、「安全・安心・快適な環境のお店を作ること」なのだ。その目的を達成するための手段
として法令に適ったシステムを購入されている。その期待にお応えするためにも当協会は現在の犯罪情勢、犯罪
特性にマッチした新しい万引防止システムやサービスの開発、そしてその運用支援に力を注ぐべく、関係者の
結束力を高めたい。
　今後の重点施策として、未然防止や不審者発見のトリガーとしてのEAS 機器導入による不明ロスの削減効果の
向上、犯罪行為の再発防止につながる防犯画像技術などの新技術との連携効果で、万引をさせない、見逃さな
い、確かな防犯環境作りに邁進したい。そのためには、小売業経営者様との情報交換の活発化、さらにはシステムを
扱う従業員や警備員などの関係の皆様への緊密なサポートが必須である。
　さらには対策情報の共有化、情報漏洩などのリスク最小化の継続的な取組みにて、いま推定値4,615億円と
いわれる全国の万引被害総額を減少させたい。
　日本万引防止システム協会は、万引犯罪撲滅を目指す唯一のソリューション団体として、関連諸団体のご支援を
いただきながら活動することを、ここに宣言する。

JEASの新活動宣言（抜粋）
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協会全般のスタッフ業務を司る。事務局と密接な関係を
保ちながら主として次の業務を行う。
協会業務の執行に関し、会計、広報、渉外、規約の起案と見
直し、他の委員会に所属しない業務を専門的に行う。万引防
止システムに関する国内情報・海外情報を広く収集し、必要
に応じてそれらをとりまとめ、国の内外へ広報する。「15分間
勉強会」や「業界で活躍する女性」が好評につきシリーズ化。

日本における製造過程でのセキュリティタグの装着、いわ
ゆるソースタギングの推進を目的に、平成21年度に設立
された本委員会は、ソースタキングは安全・安心な社会
構築のインフラとして考え、小売業とメーカーやベンダー
の間に立ち、両者の橋渡し的な役割を担いながら、一方で
消費者や行政への情報提供を行い、日本でのソースタギ
ング実現に向け、活動している。
平成28年度よりRFIDの国内外の動向の調査を担当するこ
とになる。（プロジェクト）

当協会として、画像活用セキュリティ機器の市場状況や
防犯画像の管理マニュアルの有無などを調べ、システム
提供者側の販売指針を発表することで、万引等の防犯
画像の適切な利用促進に向けての環境整備を行う。
平成28年度に「防犯カメラや画像認識システムの安全
利用のお勧め」を制作。（プロジェクト）

連絡先 日本万引防止システム協会  事務局
〒160-0004  東京都新宿区四谷1-2-8

総務委員会総務委員会

RFID研究・ソースタギング推進委員RFID研究・ソースタギング推進委員

防犯データ安全利用推進委員会防犯データ安全利用推進委員会

防犯カメラの設置店は、防犯カメラ管理規定（例）に沿った運用をお願いします。

１．当店における防犯カメラの設置目的は、設置場所内の安全管理及び盗難防止に関して使用する物であ

り、記録を残す場合においてもこの目的のみに使用を限定する。

２．上記に基づき、店内には「防犯カメラ設置」や「防犯カメラ稼働中」の表示を行うことで、防犯目的で

あることを明示する。３．記録に関しては、管理責任者を○○○○○、管理副責任者を○○○○○と定め、両名を管理者とする。

管理者以外は記録内容に触れないものとする。
４．記録保持期間は、概ね○○とし、以後上書きを行う。（記録内容によって若干前後する。）

５．記録内容の確認及び、印刷等については管理者が行い、従業員に注意を促すものについては、守秘義務

を結びセキュリティ教育を受けた従業員のみの閲覧とし、決して第三者に漏らさないこととする。

６．記録内容において第三者への提供を行う場合は必ず、記録されている映像の本人に同意を得ることとす

る。同意が得られない場合は第三者への提供を行わない。

　　なお、本人から本人の情報開示を要求された場合は、それに応ずることもありうる。

７．上記につき、下記項目おいてはこれを除外する。
　　①法令に基づく場合：令状による捜査、任意協力等
　　②人の生命身体又は財産の保護　　③公衆衛生の向上等　　④国の機関等への協力　　なお、記録内容の提供にあたっては、提供日時や提供先、提供した画像の内容、提供目的、理由などを

記録する。
８．管理者は防犯カメラの設置運用に関する苦情を受けた際は、誠実かつ迅速に対応し、必要な措置を講じる。

９．録画媒体等にメンテナンスを要する場合は、メンテナンス過程における録画データ漏洩を防止するた

め、保守委託先と秘密保持契約を締結する。また、録画用ハードディスクを交換する場合は、交換した

ディスクの廃棄方法・責任者を明確にすること。
【それ以外の推奨事項】10．レコーダーは施錠できる部屋又は施錠できるケースに設置され、鍵の管理が行われている。管理者が鍵

の管理をしていること。11．管理者は上記の規定を定期的にチェックすること。

❶防犯カメラ管理規定（例）

防犯データ〈文字・画像〉を利用する際は、運用管理規程（例）を参考にされ防犯データの安全

利用をお願いします。
１．「防犯カメラ管理規定」を定め、理解し遵守すること。
２．防犯画像の活用の対象となる蓄積された個人情報は、店舗の

　　万引防止の目的のために利用するものであり、犯罪を防止す

　　るという目的外の利用は絶対に行わないこと。
　　①防犯画像及び業務上知り得た情報のSNS書込み禁止。
　　②防犯画像及び業務上知り得た情報の口外禁止。
３．「個人情報保護」や「組織における情報漏洩防止」に関する教育を受けた管理者（以下、管理者という。）を

配置すること。

❷運用管理規定（例）
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2016年度解釈

日本万引防止
システム協会

TEL：03-3355-2322　FAX：03-3355-2344
http：//www.jeas.gr.jp　E-mail：info@jeas.gr.jp

正会員  26社 （50音順）　

● 万引防止システムを製造ないし販売している企業の皆様
● 万引防止対策を担当している警備業や防犯カメラ設備に属する企業の皆様

新 規 入 会 企 業 お よ び 団 体 を 募 っ て い ま す 。
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アイアンドティテック（株）／IDEC システムズ＆コントロールズ（株）／（株）エイジス／NECソリューション
イノベータ（株）／エム・ケー・パビック（株）／（株）岡村製作所／沖電気工業（株）／浙江カン電子会社／
（株）キャトルプラン／グローリー（株）／（株）ジーネット／シグマ（株）／スリーエムジャパン（株）／西武産業（株）／
セコム（株）／セフトHD（株）／高千穂交易（株）／タカヤ（株）／チェスコムアドバンス（株）／（株）チェック
ポイントシステムジャパン／（株）店舗プランニング／日本電気（株）／ビブリオテカ・ジャパン（株）／マイティ
キューブ（株）／松尾産業（株）／（株）三宅　　　　賛助会員     （株）日本保安

入会に関するお問い合わせは
JEAS会員企業または

事務局までお願いします。


